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声明

「平成 22年度診療報酬改定意見書の調停不調に関して」

平成 21年 12月 9日

中央社会保険医療協議会  安達 秀樹

嘉山 孝正

鈴木 邦彦

西澤 寛俊

邊見 公雄
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渡辺 三雄

三浦 洋嗣

このたび、平成 22年度診療報酬改定について、中医協の公益委員が、調停不成立と結

論いたしました。この結果は、国民に取つて中医協が与える影響を考慮した場合、大変残

念な結果になりました。今回、調停が不成立となつた経過を報告するとともに、我々 7名

の中医協委員は以下を声明いたします。

{不成立の経過 }

;今回、資料 1の ごとく1号案、 2号案が意見書として、提出されました。双方ともに、

現在の日本の医療状況は危機的な状態であることは一致しております。従って、世界で最

下位に近い医療費で、世界一の医療レベルを施行している日本の医療費を引き上げる事も

了解していると思われます。しかしながら、 1号側から物価の低下を理由に意見書の結論

に診療費の引き上げを認めませんでした。その結果が調停不調となったのです。

声明

1,基本的に診療報酬、医療費の総体の引き上げをしなければ医療崩壊は進行するので、

総体を引き上げるべきである。

2,保険側にも、患者側にも負担をかけない方法を導入しながら診療報酬、医療費の底上

げを提案した。しかしながら、我々の提案を1号側の理解が充分でなかったためか,我々

の提案が拒否されたことは大変遺憾である。

3,医療の要求量が増大している現在、国際的には診療報酬、医療費を増大させている。

日本の国際基準で医療費を考慮しないと、国民の健康、福祉が脅かされると考えられ

るので、診療報酬、医療費の底上げを行うべきである。

4,今回、医療費の総額が引き上げられなければ、民主党の政治に期待をしていた多くの

国民のみならず、都会だけでなく地域医療を必死に担っている医師の天職感を打ち砕

き、医療崩壊がさらに進行することを危惧する。
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平成 22年度診療報 Wll改 定について ('案 )

平成 21年 12月 4日

中央社会保険医療協議会

本協議会は、医療経済実態調査の結果、平成 20年度診療報酬改
1

定以降の賃金・物価の動向、薬価調査及び材料価格調査の結果等を

踏まえつつ、平成 22年度診療報酬改定につぃて審議を行ってきた

ところであるが、その結果を下記の通 り整理 したので、報告する。

1.医 療 経 済 実 態調 査 に つ い て

‐O 医業経営の実態等を明 らかにし、診療報酬に関す る基礎資料

:を整備することを目的 として実施 された第 17回医療経済実態

調査によれば(病院の医業収支は平均 して改善傾向が見られた

ものの引き続きマイナスであった。また、診療所の医業収支は

平均 してプラスであるが悪化傾向が見られた。

2.平成 20年度整療報酬 改定以隆の賃金 :物価の動向につ L主 て

○ 平成 20年度診療報酬改定以降の平成 20年度か ら平成 21
年度までの 2年間における賃金 ,物価の動向を見ると、人事院

勧告による賃金の動向は△ 2.4%、 消費者物価指数による物

価の動向は、本年 9月 までの消費者物価指数の実績 を用いた場

合△ 0.5%で あった。

3,1薬価調査及び材料価格調査の結果について

O 薬価調査の速報値による薬価の平均乖離率は約 8.4%、 材
・ 料価格調査の速報値による特定保険医療材料価格の平均乖離率

は約 7.0%で あった。
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O また、我が国の医療が抱える様々な課題を解決するためには、

診療報酬のみならず、幅広い医療施策が講 じられることが必要

であ り、この点についても十分な配慮が行われ るよ う望むもの

である。
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平成 21年 11月 25'日

中央社会保険医療協議会

会長 遠藤 久夫 殿

○

中央社会保険医療協議会

1号側 (支払側)委員

・小   林    。  日J

白 川  修  二

中.島  圭  子

勝 村 久 司

北 村 光 一

高 橋 健 二

伊 藤 文 郎

平成 22年度診療報酬改定に関する1号側 (支払側)の基本的考え方

わが国は近年、急速な人日の高齢化、疾病構造の変イヒ、医療二‐ズの高度化等によ
り、医療費は増高傾向にあり、国民皆保険体制の維持と医療保険制度の安定的な運
営の確保が極めて重要な課題となつていぅ。社会経済情勢をみると、景気や雇用情
勢の未曾有の悪化により失業率は過去最悪の水準で推移し、賃金、物価も低下する
など、国民生活は非常に厳しい状況にある。こうした状況は保険料収入の減少をも
たらし、また、高齢者医療制度の支援金・納付金の過重な負担と相まうて、保険運
営の財政基盤にも深刻な打撃を及ばしている。

この与うな社会経済情勢や国民負担、さらにはいまだかつてない厳しぃ状況にある
保険者財政等を踏まえれば、平成22年度診療報酬改定においては、保険料引き上げ
に直結するような診療報酬の引上げを行う環党にはないと言わざるを得ない。医療
保険制度、ひいては国民皆保険制度を安定的に堅持していくという視点で捉えれば、
さらなる患者負担や保険料負担は極めて厳しく、財源確保、負担の在り方なども含
め、国民に理解、納得が得られるような対応が求められる。

他方、病院勤務医や看護師などが置かれている状況や医療提供体制の地域商 。診療
科間の偏在など、医療現場の厳しい実態に鑑みると、必要度の高い医療に対しては
大胆かつ重点的な評価を行う一方、限られた財源を効率的かつ効果的に配分するよ
う見直していくことが不可欠である。

具体的には、産科・小児科・救急等急性期を中心とした医療には、制度・予算上の
措置との役割分担を明確にした上で診療報酬上においても財源を重点的に配分し、
勤務医等の負担軽減に確実に繋がる評価を行うほか、在宅医療の充実等、地域にお
ける医療連携体制の強化等を評価すべきである。また、患者の視点に立って、医療

○

○
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中央社会保険医療協議会
会長 遠 藤 久 夫 殿

平成 21年 11月 25日

中央社会保険医療協議会委員
安 達 秀 樹
嘉 山 孝 正
鈴 木 邦 彦
西 澤 寛 俊
邊 見 公‐雄
渡 辺 三 雄
三 浦 洋 嗣

平成22年度診療報酬改定に対する診療側委員の意見

政府による継続的な社会保障費の抑制策により、診療報酬は平成 i4年度か
ら平成 20年度まで4回連続でマイナス改定を強いられた。
その中で、平成20年度改定は医師確保対策として病院勤務医の負担軽減策

等を「緊急課題」と位置づけ重点評価きれたが、2200億円抑詢する方針 (「経
′

済財政運営の基本方針」(骨太方針))が撤回さゎなか?たためにヨ1き上げ財源 .

はわずかなものとなり、その結果、診療所の財源から肖1った分を病院に移譲す
るという異例の事態となった。

しかし、この対応は、緊急課題の解消には十分と早言ぇない、のであり、ま
た、勤務辱対策もごく一部の急性期大病院にのみ資源配分がなされ、地域の救
急医療・二次医療を担う地域中核病院、地方?医療の根幹を支える民間病院お
よびその勤務医に対しては、救済の手び差し伸べられず、病院はもちろ

・
ん、■

域医療を支えぅ診療所、歯科診療所、寒局の経営もさらに厳しい状況にある。
国民 D患者が望む安心・安全で良質な医琴蕉安定的に提供していくことは、

医泰提供者の重大な責務である。今日の医療崩壊の主たる原因が上記のマイナ
ス改定にあることは、衆日の二致するところである。これを改善し、医療再生
を図るためには、根拠に基づいた適切な技術評価を反映した診療報酬改定が必
要である。

国民の生命および健康を守るために、平成22年度診療報酬改定に当たっ
ては、過去のマイナス改定を回復し、病院の入院基本料を初めとする診療報
酬の大幅な引き上げによる医療費全体の底上げを碑く求めるものである。

以上
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平成 21年 12月 9日

中央社会保険医療協議会

会長 遠藤 久夫 殿

中央社会保険医療協議会委員

安達 秀樹

嘉山 孝正

鈴木 邦彦

西澤 寛俊

邊見 公雄

渡辺 三雄

三浦 洋嗣

「平成 22年度診療報酬改定について (案 )」 に対する診療側意見

平成 21年 12月 4日 に提出された「平成 22年度診療報酬改定について (案 )」 のうち、
4.の 3つめの○を以下のように変更する。

○ 本協議会としては、厚生労働省が平成 22年度予算編成に当たって、平成 22年度診療

報酬改定に係る改定率の設定について、以下の点を踏まえて対応することを求めるもの

である。

(1)平成 20年度改定においても、地域の医療体制の確保の取り組みとして、主に病院
に対する支援を行 う観点からの対応が取られたが、社会保障費の伸びの削減政策の

下で策定された診療報酬上の対応は充分ではなく、結果として、主に公私を問わず

病院の経営状態の悪化はより深刻となつており、医療提供体制の破綻が危惧される。

(2)現下の厳 しい状況に対応するためには、「更なる取 り組みが必要Jと いう基本認識

の一致に基づいて、薬価引き下げ分を含む診療報酬全体の引き上げが必要である。

(3)診療報酬引き上げによる各保険者の財政悪化に対 しては、政策的財政支援が必要

である。

(4)特定機能病院、自治体病院等の医療に要する費用については、医療費以外の公費

で賄われている部分を明確化し、医療費で賄われるようにすべきである。
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4。 平成 22年 度診療報 酬 改 定につ いて

O 我が国の医療は極 めて厳 しい状況に置かれ ているが、国民・

患者 が望む安心・安 全で良質な医療を受 けられる環境 を整 えて

=い く:こ とは重要な課題であること、とりわけ、勤務医等の負担

の軽減や、産科・小児科・救急等を積極的に評価 していくこと

は重要であ り、:平 成 20年 度診泰報酬改 定において も重本的な

:評価を行つ:た ところであるが■次期ラ:療 報酬改定においてもこ
れ つの分野を支える地球の医療提供体制の確保を含め、更な1る

_取程を1準 めていく_こ とが:必 要:で
'あ ること、とぃう基本認識につ

いては、意見の一致を見だ。

O しか し、 このような基本認識の下で、 どのように平成 22年
度診療報酬改定に臨むべ きで●ぅな!|つ いて1薔 ,1本のよ つな意

.尋っ相ミが見られた。 .● :.■ :■ . ・ ■11■ ‐

,■:.キず 1ヽ1‐率塾側は、貨傘っ露下や朱業,率 の上昇など、■国.民生活i

がヽ本変厳:し:い状況にあり、:まⅢl、 1保1険財1政 もiぃ まだかつてなぃ
‐

単 レい決ュに :あ る■と等を踏:キえ:れ ば、保険料引き̀上 げに直結

するような診療報酬の引き1上げを行 う環境にはなく、限られた

財源 を効率的かう効果的に配分するよう見直 してい くべきで‐

あるとの意見であ‐つた。 ■・: . :    .  _.
::下方:、 診療側は、病院はもちうん(1地域l医療を支える診療所、
肯科診泰洒、薬月の経営が厳しい然況にあ.ぅ:中 で、国民の生命

_ス:び健康:なする14め には、過去のマ:イ iナス改定を回復し,、 病院
0ハ:院基本料を初ゆとすo診療報甲の大幅な:弓[き上げ:に よる
医療費全体の底上げを行 うべきであ―るとの意見であ1っ:たも

0 本協議会としては、.尋牛ガ■算:が 平ヽ疼17'f=予飾 感に

当たって、平

"2年
度診療報酬改定に係」る:改庫率の設定につ

ぃて、本意見つ趣旨を十分:1こ 路まえて対応することを:求 めるも
のである。         ・  ＼

―
   ―

・
２

診療報酬全体を引き上げるべく
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消費者物価指歌、診療現金給与籍額指散、
報酬綿梓改定率推移
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『必要な目菫が腱壼保険Eで受け
釧H隙勁艇-2010年鷹改定に
向けた目科,日科DH報●要求』
(2000年0月 .)

:● ●7バ 1・ n34

1現金綸与総額指数 (注 1)|“
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)独 立fr政 法人「労働政如 f究  研修日椰J HP(労 OIttillデ ータ検黎システム)毎月勁労練,汁 ヨ金 (30人 以 に、

餃 バー ト)「現 OL・ 与総tl指数Jは 定樹L・ 与とポーナス●を合わせた 1人 当た りの平均楓について、

1981年を 100と した場合の推移である.

2)「.務 ●統‖同消費者物II指 燃
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薇より作成

3)厚生労働省発表の改定事 (● 枠)よ り作成
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国民の健康
を守る !

健全な医療
ができる !
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日本の個人金融資産198001L円
(50alX上 :192001Ln)

イノベ…ション・技術競争力
国際ランキング(2009)

lmm.‖∞ T― l.9y Ond l― valm
田 dmtUn摯

市場に出ていない

額麟亀綺み町辮 留蹴徹鷲寓為郷
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